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吉野川水系における需要想定
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１．計画の対象地域

水資源開発基本計画において将来の水需給バラン

スの検討の対象地域（フルプランエリア）は、指定水

系である吉野川水系から水の供給を受ける地域であ

り、吉野川水系の流域は原則として全て対象となる。

また、流域以外であっても導水施設等により吉野川

水系から水の供給を受ける場合は対象地域としてい

る。

２．需要想定年度

計画策定時からおおむね１０年後で、将来人口

が推計※されていることも考慮し、２０３０年度を需

要想定年度として設定。
※ 国立社会保障・人口問題研究所の将来人口推計（H30.3）
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【参考】 吉野川水系での渇水発生状況
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平均111日
取水制限

吉野川本川では早明浦ダム管理開始の昭和50年度以降、平成29年度までの43年間のうち26年、取水制限を必要とす
る渇水が発生。

支川の銅山川では、昭和50年度以降の43年間のうち27年、取水制限を必要とする渇水が発生。

銅山川３ダム 工業用水の取水制限の状況（自主節水含む）

銅山川における工業用水は、渇水調整協議会で決まる取水制限が決定されるより前の段階で実施される工
業用水の自主節水（10%制限）を含めると、ほぼ毎年、取水の制限が実施されている。

節水段階 節水率(％)

自主節水 １０

第１次取水制限 ２０

第２次取水制限 ２５

第３次取水制限 ３０

注：表は近年の実績から作成。
実際の節水率を何％とするかは、
銅山川渇水調整協議会におい
て、その都度決定される。

渇水時の銅山川における
工業用水の節水率（近年実績）

出典：愛媛県の「渇水・地震・長寿命化対策」の状況等について（愛媛県作成）
（H30.12.11 第９回 国土審議会水資源分科会吉野川部会資料）
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国 推 計 値：県域を跨がるフルプランエリア全域で一律の考え方に基づき、実績値を基に新たに導入する不確定要素の「変動幅」を考慮し算定

県の個別施策：地下水からの転換や企業誘致など、実績値を基に算出する「国推計値」に含まれない、フルプラン計画期間内に県等が行う個別施策由
来の増減

水 道 用 水 需 要 想 定

⑩ 最 大 給 水 量

⑪ 最 大 取 水 量

⑥都市活動用水有収水量

⑦ 工 場 用 水 有 収 水 量

有 収 水 量 合 計

①行政区域内人口

②上水道普及率

④家庭用有収水量原単位③上水道給水人口

⑤ 家 庭 用 水 有 収 水 量

⑨ 平 均 給 水 量

A 有 収 率

B 負 荷 率

C 利 用量 率

上 水 道 最 大 取 水 量

簡 易 水 道 最 大 取 水 量

工業用水道補給水量
（ 小 規 模 事 業 所 ）

①工業用水補給水量 合計

②工業用水水道 平均給水量

③工業用水水道 最大給水量

④工業用水道 最大取水量

B 負 荷 率

C 利 用量 率

A 工 業 用 水 道 依 存 率

工 業 用 水 需 要 想 定

推計式精度向上
（節水進展を反映）

変動幅設定
（高位・低位）

推計式精度向上
（業種別）

変動幅設定
（高位・低位）

変動幅設定
（高位・低位）

変動幅設定（高位・低位）
経済成長率

⑧平均有収水量

変動幅設定
（高位・低位）

人口推計
（出生率・死亡率）

工業用水道補給水量
（ 3 0 人 以 上 事 業 所 ）

国
推
計

県の個別施策による増減（新規都市開発、地下水からの転換等） 県の個別施策による増減（新規企業立地、工場撤退等）

需要想定値 需要想定値

＋

＝

＋

＝

変動幅設定
（高位・低位）

変動幅設定
（高位・低位）

都市用水（水道用水・工業用水）の需要推計方法の概要



都市用水（水道用水・工業用水）の需要推計方法の概要
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答申※の提言を受け、需要想定手法を改善
○ 各種の変動要因によって生じうる「予測の変動幅」（高位値と低位値）を予め考慮

○ 生活習慣の変化、工業出荷額と補給水量の連動性を考慮し、予測精度を向上

１) 社会経済情勢等（人口、経済成長率）の不確定要素
水道用水に影響する「人口」及び、主として工業用水に影響する「経済成長ケース」の設定

【現行計画】 人口推計及び経済成長（全国ベース）とも１ケース

【次期計画】 人口推計：国立社会保障・人口問題研究所の将来推計人口に基づいた高位と低位の２ケースを設定

経済成長：以下の３ケースの結果より、高位及び低位を設定

①成長実現ケース

②ベースラインケース

③地域経済傾向ケース 近年20ヵ年(H8～H27)の製造品出荷額の実績値を基に時系列傾向分析により予測

２) 水供給の過程で生じる不確定要素

・漏水量に影響する不確定要素 ： 利用量率（河川取水口～浄水場）、有収率（浄水場～家庭）

・日変動に影響する不確定要素 ： 負荷率（日平均と日最大の割合）

【現行計画】 利用量率及び有収率は最新年実績値と同値。負荷率は近年10ヶ年実績の下位3か年平均値

【次期計画】 利用量率、有収率及び負荷率とも近年10ヶ年実績の最高値及び最低値の各２ケース

※①、②、「中長期の経済財政に関する試算」（H30.7.9 経済
財政諮問会議提出 内閣府） 成長率は全国一律

※工業用水については、有収率の設定はない

不確定要素（変動幅）の導入

※「リスク管理型の水の安定供給に向けた水資源開発基本計画のあり方について 答申 平成29年5月 国土審議会」



不確定要素（変動幅）の導入
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出典：中長期の経済財政に関する試算 内閣府
（平成 30年７月９日 経済財政諮問会議提出）

※「日本の地域別将来推計人口（都道府県・市町村）：H30.3」
（国立社会保障・人口問題研究所）を基に作成

人口が最も多い高位ケース
⇒ 出生率（高位）・死亡率（低位）の組合せ

人口が最も少ない低位ケース
⇒ 出生率（低位）・死亡率（高位）の組合せ

成長実現ケース：
政策効果が過去の実績も踏まえたペースで発現する姿

ベースラインケース：
経済が足元の潜在成長率並みで将来にわたって推移する姿

上記２ケースに、
地域経済傾向ケース（製造品出荷額の実績値を基に時系列傾
向分析により予測）を加えた、３ケースを設定

社会経済情勢等の不確定要素

水道用水に影響する「人口」及び、主として工業用水に影響する「経済成長」を設定

都市用水（水道用水・工業用水）の需要推計方法の概要

行政区域内人口の実績値・推計値
～ 吉野川水系フルプラン地域 ～ 経済成長率〔実質ＧＤＰ成長率〕
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【高知県】次期フルプランにおける水道用水有収率

実績 高位推計 低位推計

不確定要素（変動幅）の導入
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有収率（水道用水）の例
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【徳島県】次期フルプランにおける水道用水有収率

実績 高位推計 低位推計

選定期間10年

選定期間10年

有収率とは、浄水場から家庭等までの漏水等の割合を表すもので、次式による。
有収率 ＝ （家庭等での利用水量）／（浄水場からの給水量）

水供給の過程で生じる不確定要素

・漏水量に影響する要素（利用量率、有収率） ・日変動に影響する要素（負荷率）

○ 水道用水では、 「利用量率」 、「有収率」、「負荷率」を考慮。

○ 工業用水では、「利用量率」、 「負荷率」を考慮。

都市用水（水道用水・工業用水）の需要推計方法の概要

近年10ヶ年の最高値、最低値を変動幅として設定



【水道用水】

変動要因 備　　　考

徳島 香川 愛媛 高知 徳島 香川 愛媛 高知

約５７万人 約８８万人 約８万人 約３４万人 約５５万人 約８４万人 約７万人 約３３万人

中長期の経済財政に関する試算
（H30.7.9 経済財政諮問会議提出）

※経済成長率（成長実現ケース、ベースラインケース）及び地域経済実
　 績の傾向による推計ケースより、高位と低位を想定する。
※水道用水のうち、需要推計に経済成長率を用いる部分の推計に使
   用する。

徳島 香川 愛媛 高知 徳島 香川 愛媛 高知

有収率 85% 90% 84% 92% 87% 90% 85% 94%

負荷率 82% 86% 85% 88% 86% 90% 88% 91%

利用量率 96% 85% 95% 95% 98% 88% 98% 97%

【工業用水】

変動要因 備　　　考

中長期の経済財政に関する試算
（H30.7.9 経済財政諮問会議提出）

※経済成長率（成長実現ケース、ベースラインケース）及び地域実績の
   傾向による推計ケースより、高位と低位を想定する。
※工業用水のうち、需要推計に経済成長率を用いる業種の推計に使
   用する。

徳島 香川 愛媛 高知 徳島 香川 愛媛 高知

利用量率 89% 77% 80% 100% 96% 92% 93% 100%

負荷率 85% 73% 84% 74% 89% 93% 99% 84%

注1. 社会経済情勢等の不確定要素として人口及び経済成長率を設定し、水供給過程で生じる漏水等や時期変動として、有収率、負荷率、利用量率を設定した。
注2. 行政区域内人口とは、吉野川水系に水道用水を依存している地域全域の市町村の人口の合計値である。四捨五入の関係で合計が合わない場合がある。
注3. 経済成長率については、中長期の経済財政に関する試算では2027年までの試算のため、それ以降は2027年の値をそのまま使用した。
注4. 徳島と愛媛の水道用水の負荷率について、寒波による一時的な漏水に起因する値を除く期間で最大値及び最小値を選定した。

高位推計に用いた想定 低位推計に用いた想定

行政区域内
人口

約１８７万人 約１７９万人
日本の地域別将来推計人口（H30.3)
　国立社会保障・人口問題研究所

経済成長率

マクロ経済シナリオ 『成長実現コース』
GNI（国民総所得）成長率：約２％
GDP（国内総生産）成長率：約２％

マクロ経済シナリオ 『ベースラインケース』
GNI（国民総所得）成長率：約１％
GDP（国内総生産）成長率：約１％

上記の経済成長率に加え、近年の地域経済実績の傾向より時系列傾向分析によって将来推計ケースを追加

高位推計に用いた想定 低位推計に用いた想定

マクロ経済シナリオ  『成長実現コース』
GDP（国内総生産）成長率：約２％

マクロ経済シナリオ  『ベースラインケース』
GDP（国内総生産）成長率：約１％

上記の経済成長率に加え、近年の地域経済実績の傾向より時系列傾向分析によって将来推計ケースを追加

経済成長率

近年10年間における最小値が出現した場合を想定 近年10年間における最大値が出現した場合を想定

近年10年間における最小値が出現した場合を想定 近年10年間における最大値が出現した場合を想定
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都市用水（水道用水・工業用水）の需要推計方法の概要

不確定要素（変動幅）の導入
需要推計に用いた不確定要素（変動幅）要因一覧
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＜水道用水＞
【現行計画】 家庭用水原単位の推計に用いたモデル式の説明変数は「人口当たり所得」「水洗

化率」「高齢化比率」及び「冷房度日※」

【次期計画】 家庭用水原単位の推計において、節水機器の普及・高性能化に伴う家庭用使用量
の変化を踏まえ、新たに「節水化指標」を導入し、高齢化など世帯構造や生活習慣
の変化の反映には「高齢化比率※」を用いた。

＜工業用水＞
【現行計画】 「補給水量原単位×製造品出荷額」 （３業種別）

【次期計画】 製造業を「基礎資材型、生活関連型、加工組立型」の３つに分類し、推計

・基礎資材型、生活関連型は、補給水量と製造品出荷額の相関が見られることか
ら、「補給水量原単位 × 製造品出荷額」より推計

・加工組立型は、補給水量と製造品出荷額の相関が見られないため時系列傾向
分析により推計
※基礎資材型：化学、石油・石炭製品等

生活関連型：食料品、飲料・飼料、衣服、パルプ・紙・紙加工品等
加工組立型：一般機械器具、電気機器機具等

都市用水（水道用水・工業用水）の需要推計方法の概要

推計の精度向上

※24℃を超える日の平均気温と22℃との差を年次で合計した指標

※65歳以上が総人口に占める割合



○家庭用水有収水量原単位

Ｙ ＝ a * Ｘ1
b * Ｘ2

c Y：家庭用水有収水量原単位
（L/人/日）

X1：高齢化比率

X2：節水化指標

○都市活動用水有収水量

Y：都市活動用水有収水量
（千ｍ3/日）

X1：課税対象所得額（世帯当たり） （千円/世帯）

Ｙ ＝ a ＋ｂ * Ｘ1

都市用水（水道用水・工業用水）の需要推計方法の概要

【水道用水】

トイレ、洗濯、炊事（食器洗い）を対象として、機器の普及状況およ
び更新年数、ならびに使用水量（カタログ値）に基づいて節水化に
関する指標を水資源部にて設定

オフィス、飲食店、ホテル等で使用される水で
あり、経済活動の影響を受けて変動しているも
のと推察し、説明変数として、課税対象所得額
（世帯あたり）を設定した。

【工業用水】

○基礎資材補給水量原単位

Y：補給水量原単位
（ｍ3/日/億円）

Ｙ ＝ a * Ｘ1
b

X1：水源構成比

○生活関連補給水量原単位

原単位と水源構成比の相関分布から、地下水・地表水・伏流水の割合が低い（工業用水道の割合
が高い）と原単位が下がる傾向があることから水源構成比を説明変数とした。

基礎資材補給水量原単位と水源構成比(フルプラン水系) 生活関連補給水量原単位と水源構成比(フルプラン水系)

高齢化比率は、65歳以上が総人口に占める割合で、
今後の社会現象として「核家族化」「単身世帯化」を
内包した「高齢化」にともなう１人あたりの水使用量
の変化を反映する変数として設定

水源構成比は、工業用水補給
水量のうち工業用水道・水道を
除く、地下水・地表水・伏流水の
占める比率を表す指標である。

y = 9.1335x + 7.4315
R² = 0.4097
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原単位等の推計 原単位は、近年の実績の回帰分析により推計。
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【節水化指標：H8基準】

節水化指標（水道用水に係る需要予測）
節水機器のスペックや普及状況を基に、節水状況を表現する指標を設定した。

◆節水化指標の算定
・対象機器は、家庭での使用水量のそれぞれ約２割を占めるトイレ、炊事、洗濯に用いる「洗濯機」「水洗トイレ」「食洗機」の３機器
・機種別に、基準年（次期フルプランの検討期間の初年で、平成８年）における使用水量を「１００」として指標化し合成

節水化指標 ＝ （ 洗濯機節水化指標 ＋ 水洗トイレ節水化指標 ＋ 食洗機節水化指標 ） ／３

◆節水化指標の算定結果
【各種機器の使用水量と節水化指標】

洗濯機

【節水化指標：３機器平均】

使
用

水
量

（
L
／

回
）

トイレ

使
用

水
量

（
L
／

回
）

食洗機

【想定条件】
更新年数：20年
更新比率：70%

【想定条件】
更新年数：12年
更新比率：70%

出典） 「渇水被害軽減のための節水型トイレ普及促進による節水効果の推計」（土木学会論文集G(環境),2012）等をもとに水資源部作成

出典） 「10分の1の水量で洗浄・除菌を行う食器洗浄乾燥機」（松下電器産業(株),月刊下水道Vol.31 No.1）等をもとに水資源部作成

トイレ

食洗機

【各種機器の使用水量】洗濯機

出典）東京都水道局生活用水等実態調査（東京都水道局）をもとに水資源部作成
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需要予測の精度向上（工業用水） 産業構造の変化を踏まえ業種別に推計
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生活関連型業種

工業用水
 製造品出荷額と補給水量に相関が見られる「基礎資材型業種」及び「生活関連型業種」については、近年の傾向を踏まえ補給

水量原単位を推計し、製造品出荷額をフレームとして工業用水補給水量を推計。
 製造品出荷額と工業用水補給水量の変動が、ほとんど連動しなくなっている「加工組立型業種」については、近年の変動傾向

を反映した時系列傾向分析により工業用水補給水量を推計

加工組立型業種
製造品出荷額と工業用水補給水量の相関 ～ フルプラン水系（H8～H27）～

基礎資材型業種

補給水量原単位の実績値・推計値

工業用水補給水量＝補給水量原単位×製造品出荷額

加工組立型業種補給水量の実績値・推計値

製造品出荷額と補給水量に相関が見られる

補給水量原単位を水源構成比（工業用水道、地下
水等）を説明変数として推計し、製造品出荷額をフ
レームとして工業用水補給水量を推計

製造品出荷額と補給
水量に相関が見られ
ない

県ごとに工業用水補給水量
は、時系列傾向分析（又は
近年の平均）により推計

都市用水（水道用水・工業用水）の需要推計方法の概要

基礎資材型業種（香川県） 生活関連型業種（愛媛県）
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相関係数の有意性検定
（5%の有意水準で有意な相関性があると判定）

相関係数の有意性検定
（5%の有意水準で有意な相関性があると判定）
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国の推計値に、関係県が想定する各地域における将来の個別施策（新規企業立地、水源転換等）による需要

量（②）を加減し、需要想定を算出

① 国推計値
（不確定要素を考慮した幅値）

②地域の個別施策による加減
（企業新規立地、水源転換等）

各県内フルプランエリア
全域の需要想定

± ＝

※個別施策の例

・水道用水：専用水道から上水道への統合、埋立地等大規模開発による企業誘致

・工業用水：工業団地への誘致、地下水から工業用水道への水源転換

都市用水（水道用水・工業用水）の需要推計方法の概要

なお、各県内フルプランエリア全域の需要想定のうち、フルプラン水系からの水供給に依存する需要（フルプラン水
系依存量）については、近年の状況及び各県の考えを踏まえて設定



0.0

1.0

2.0

3.0

4.0

5.0
1

9
96

2
0

00

2
0

05

2
0

10

2
0

15

2
0

30

日
最

大
取

水
量

(m
³/

s)

【徳島県】次期フルプランエリア全域における需要想定（水道用水）

0.0

1.0

2.0

3.0

4.0

5.0

1
9

96

2
0

00

2
0

05

2
0

10

2
0

15

2
0

30

日
最

大
取

水
量

(m
³/

s)

【徳島県】次期フルプランエリア全域における需要想定（工業用水）

徳島県

13

都市用水（水道用水・工業用水）の需要想定

項 目
２０３０年想定

高位 低位

フルプランエリア全域 3.60 3.10

吉野川水系依存分 3.36 2.90

その他水系依存分 0.24 0.20

需要想定（国推計値＋県個別施策） （一日最大取水量、m3/s)

項 目
２０３０年想定

高位 低位

フルプランエリア全域 2.03 1.82

吉野川水系依存分 2.03 1.82

その他水系依存分 0.00 0.00

水道用水

工業用水

※全量を吉野川水系に依存

最新実績年度（2015年度）から想定年度（2030年度）
までの増減の年平均率

高位 +0.1%/年 ○ 国推計値＋県個別施策（0.14m3/s：専用水道転換、埋立地への企業誘致）
- 0.2%/年 ● 国推計値（将来人口減・家庭用原単位の減による家庭用水の減、負荷率に

よる減）
低位 - 0.9%/年 ○ 国推計値＋県個別施策（0.14m3/s：専用水道転換、埋立地への企業誘致）

- 1.1%/年 ● 国推計値（将来人口・家庭用水原単位の減による家庭用水の減）

高位 +10.3%/年○ 国推計値＋県個別施策（0.95m3/s：地下水転換、工業団地への誘致）
+ 2.3%/年● 国推計値 （経済成長による増）

低位 + 8.5%/年○ 国推計値＋県個別施策（0.95m3/s：地下水転換、工業団地への誘致）
+ 0.6%/年● 国推計値 （経済成長による増）

徳島県内フルプランエリア全域の需要想定（水道用水）

徳島県内フルプランエリア全域の需要想定（工業用水）

需要想定（国推計値＋県個別施策） （一日最大取水量、m3/s)
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都市用水（水道用水・工業用水）の需要想定

高位 +0.5 %/年 ○ 国推計値＋県個別施策 （なし）
+0.5 %/年 ● 国推計値 （経済成長による都市活動用水の増）

低位 - 0.7 %/年 ○ 国推計値＋県個別施策 （なし）
- 0.7 %/年 ● 国推計値 （将来人口減による家庭用水の減）

項 目
２０３０年想定

高位 低位

フルプランエリア全域 5.47 4.51

吉野川水系依存分 3.87 2.92

その他水系依存分 1.60 1.59

項 目
２０３０年想定

高位 低位

フルプランエリア全域 1.64 0.92

吉野川水系依存分 0.73 0.63

その他水系依存分 0.91 0.29

水道用水

工業用水

最新実績年度（2015年度）から想定年度（2030年度）
までの増減の年平均率

高位 11.3 %/年 ○ 国推計値＋県個別施策 （0.31m3/s：工業団地への誘致）
+7.9 %/年 ● 国推計値 （経済成長・負荷率による増）

低位 +3.4 %/年 ○ 国推計値＋県個別施策 （0.31m3/s：工業団地への誘致）
0.0 %/年 ● 国推計値

香川県内フルプランエリア全域の需要想定（水道用水）

香川県内フルプランエリア全域の需要想定（工業用水）

需要想定（国推計値＋県個別施策） （一日最大取水量、m3/s)
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【愛媛県】次期フルプランにおける需要想定（水道用水・指定水系分）
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愛媛県
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都市用水（水道用水・工業用水）の需要想定

項 目
２０３０年想定

高位 低位

フルプランエリア全域 0.70 0.57

吉野川水系依存分 0.70 0.57

その他水系依存分 0.00 0.00

項 目
２０３０年想定

高位 低位

フルプランエリア全域 11.13 7.31

吉野川水系依存分 11.13 7.31

その他水系依存分 0.00 0.00

水道用水

工業用水

※全量を吉野川水系に依存

※全量を吉野川水系に依存

最新実績年度（2015年度）から想定年度（2030年度）
までの増減の年平均率

高位 +2.3 %/年 ○ 国推計値＋県個別施策 （0.22m3/s：埋立地への企業誘致）
- 0.5 %/年 ● 国推計値 （負荷率による減）

低位 +0.6 %/年○ 国推計値＋県個別施策 （0.22m3/s：埋立地への企業誘致）
- 2.2 %/年 ● 国推計値 （負荷率による減）

高位 +3.5 %/年 ○ 国推計値＋県個別施策 （なし）
+3.5 %/年 ● 国推計値 （経済成長による増）

低位 0.0 %/年 ○ 国推計値＋県個別施策 （なし）
0.0 %/年 ● 国推計値

愛媛県内フルプランエリア全域の需要想定（水道用水）

愛媛県内フルプランエリア全域の需要想定（工業用水）

需要想定（国推計値＋県個別施策） （一日最大取水量、m3/s)

需要想定（国推計値＋県個別施策） （一日最大取水量、m3/s)
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【高知県】次期フルプランエリア全域における需要想定（水道用水）
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都市用水（水道用水・工業用水）の需要想定

項 目
２０３０年想定

高位 低位

フルプランエリア全域 1.79 1.39

吉野川水系依存分 0.25 0.21

その他水系依存分 1.54 1.18

水道用水

工業用水

項 目
２０３０年想定

高位 低位

フルプランエリア全域 0.70 0.61

吉野川水系依存分 0.00 0.00

その他水系依存分 0.70 0.61

※当面、全量をその他水系に依存

最新実績年度（2015年度）から想定年度（2030年度）
までの増減の年平均率

高位 +0.3 %/年 ○ 国推計値＋県個別施策 （なし）
+0.3 %/年 ● 国推計値 （経済成長による都市活動用水の増）

低位 - 1.3 %/年 ○ 国推計値＋県個別施策 （なし）
- 1.3 %/年 ● 国推計値 （将来人口減による家庭用水の減）

高位 +13.6 %/年○ 国推計値＋県個別施策（0.43m3/s：工業団地への誘致）
+1.2 %/年● 国推計値 （負荷率による増）

低位 +11.0 %/年○ 国推計値＋県個別施策（0.43m3/s：工業団地への誘致）
-1.4 %/年● 国推計値 （経済成長による減）

高知県内フルプランエリア全域の需要想定（水道用水）高知県内フルプランエリア全域の需要想定（水道用水）

高知県内フルプランエリア全域の需要想定（工業用水）

需要想定（国推計値＋県個別施策） （一日最大取水量、m3/s)

需要想定（国推計値＋県個別施策） （一日最大取水量、m3/s)



0.0

2.0

4.0

6.0

8.0

10.0

12.0

14.0

16.0

1
9

96

2
0

00

2
0

05

2
0

10

2
0

15

2
0

30

日
最

大
取

水
量

(m
³/

s)
【吉野川水系】次期フルプランエリア全域における需要想定（水道用水）

0.0

2.0

4.0

6.0

8.0

10.0

12.0

14.0

16.0

1
9

96

2
0

00

2
0

05

2
0

10

2
0

15

2
0

30

日
最

大
取

水
量

(m
³/

s)

【吉野川水系】次期フルプランエリアにおける需要想定（工業用水）
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都市用水（水道用水・工業用水）の需要想定

高位 +0.4 %/年 ○ 国推計値＋県個別施策（0.36m3/s）
+0.2 %/年 ● 国推計値 （経済成長による都市活動用水の増）

低位 - 0.8 %/年 ○ 国推計値＋県個別施策（0.36m3/s）
- 1.0 %/年 ● 国推計値 （将来人口減による家庭用水の減）

項 目
２０３０年想定

高位 低位

フルプランエリア全域 11.56 9.57

吉野川水系依存分 8.18 6.60

その他水系依存分 3.38 2.97

水道用水
最新実績年度（2015年度）から想定年度（2030年度）
までの増減の年平均率吉野川水系フルプランエリア全域の需要想定（水道用水）

工業用水

高位 +4.9 %/年 ○ 国推計値＋県個別施策 （1.69m3/s）
+3.6 %/年 ● 国推計値 （経済成長による増、負荷率の差による増）

低位 +1.3 %/年 ○ 国推計値＋県個別施策 （1.69m3/s）
- 0.0 %/年 ● 国推計値

項 目
２０３０年想定

高位 低位

フルプランエリア全域 15.50 10.66

吉野川水系依存分 13.89 9.76

その他水系依存分 1.61 0.90

最新実績年度（2015年度）から想定年度（2030年度）
までの増減の年平均率

吉野川水系フルプランエリア全域の需要想定（工業用水）

需要想定（国推計値＋県個別施策） （一日最大取水量、m3/s)

需要想定（国推計値＋県個別施策） （一日最大取水量、m3/s)
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※フルプラン本文には、最新実績
値（2015年）から想定年度（2030

年）までの需要の増減を平均年率
換算（単利）し、定性的表現で記載

増 加 ： 2％/年以上
やや増加 ：0.5～2％/年
おおむね横ばい：－0.5～0.5％
やや減少 ：－0.5～－2％/年
減 少 ：－2％/年以下

高位
+1.2 %/年 ○ 国推計値＋県個別施策
+0.8 %/年 ● 国推計値（経済成長による都市活動用水の増）

低位
- 0.3 %/年 ○ 国推計値＋県個別施策
- 0.7 %/年 ● 国推計値（将来人口の減による家庭用水の減）

最新実績年度（2015年度）から想定年度（2030年度）
までの増減の年平均率

都市用水（水道用水・工業用水）の需要想定

水道用水

高位
+4.0 %/年 ○ 国推計値＋県個別施策
+3.1 %/年 ● 国推計値（経済成長による増）

低位
+0.8 %/年 ○ 国推計値＋県個別施策
+0.0 %/年 ● 国推計値

最新実績年度（2015年度）から想定年度
（2030年度）までの増減の年平均率

吉野川フルプランエリア全域の
フルプラン水系依存需要想定（水道用水）

吉野川フルプランエリア全域の
フルプラン水系依存需要想定（工業用水）工業用水

フルプラン水系からの水供給に依存する需要
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＜算出対象施設＞
吉野川水系（本 川） ： 早明浦ダム※1、高知分水※1

吉野川水系（銅山川）： 柳瀬ダム※2、新宮ダム※1、富郷ダム
※1：吉野川総合開発計画 ※2：柳瀬ダム計画及び吉野川総合開発計画

＜計算期間＞
10箇年第1位相当の渇水： 現行フルプランと同じ河川流況で評価（昭和54年から平成10年（20年間））
既往最大級の渇水 ： 昭和23年から平成29年

＜計算の前提条件＞
吉野川本川(早明浦ダム)と支川である銅山川(銅山川ダム群)との運用は、相互に影響を及ぼさないため、
利水計算は分離して行った。それぞれの計算結果を合算し、吉野川水系の供給可能量としている。

＜留意点＞
・実際の渇水対応として、渇水調整が行われるが、今回の計算では考慮していない。
・開発水量および年間確保パターンは、平成29年度末時点の数値である。
・供給可能量とは、一定の前提条件下でのシミュレーションをもとにしたものであり、河川に対してダム等の水
資源開発施設による補給を行うことにより、年間を通じて供給が可能となる水量である。そのため、実際の運
用とは異なる。

国土審議会答申「リスク管理型の水の安定供給に向けた水資源開発基本計画のあり方について」（抜粋）
（リスク管理の観点による評価の考え方）

・・・供給可能量については「10箇年第１位相当の渇水年」に加えて「既往最大級の渇水年」についても点検するなど、起
こり得る渇水リスクを幅広に想定して水需給バランスを評価する必要がある。

供給可能量は、「10箇年第1位相当の渇水年」及び「既往最大級の渇水年」について、供給施設からの補給
により年間を通じ供給可能な水量（供給可能量）を算出

吉野川水系内に位置する水供給施設からの供給可能量

供給可能量（水道用水・工業用水）の想定



都市用水 都市用水 都市用水

上水 工水 上水 工水 上水 工水

水資源開発基本計画

早明浦ダム 15.17 6.51 8.66 11.70 77% 4.99 6.71 5.03 33% 2.14 2.88

柳瀬ダム 1.90 0.23 1.67 1.65 87% 0.20 1.45 1.50 79% 0.18 1.32

新宮ダム 3.28 - 3.28 2.85 87% - 2.85 2.59 79% - 2.59

富郷ダム 2.00 0.52 1.48 1.74 87% 0.45 1.29 1.58 79% 0.41 1.17

高知分水 1.23 0.73 0.50 0.95 77% 0.57 0.39 0.41 33% 0.24 0.17

その他

柳瀬ダム 1.00 0.12 0.88 1.00 100% 0.12 0.88 1.00 100% 0.12 0.88

0.70 0.70 - 0.70 100% 0.70 - 0.70 100% 0.70 -

25.28 8.81 16.47 20.59 81% 7.03 13.56 12.81 51% 3.80 9.01

　　　　　　　 （銅山川：H6～7） 　　　　　　　　　　 （銅山川：H7～8）

供給可能量 供給可能量

（計画値） 　　　１／１０（吉野川：H7～8） 　　　既往最大級（吉野川：S39）

自　流

合　計

施設

開発水量
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（m3/s） 吉野川本川（早明浦ダム）における供給可能量の変化

自流

高知分水

早明浦ダム
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注）供給可能量とは、一定の前提条件下でのシミュレーショ
ンをもとにしたものであり、河川に対してダム等の水資
源開発施設による補給を行うことにより、年間を通じて
供給が可能となる水量である。そのため、実際の運用と
は異なる。

注）吉野川本川（早明浦ダム）と支川の銅山川（銅山川ダム
群）は、基準渇水が異なる。

注）高知分水は、早明浦ダム、鏡ダム（高知県、鏡川水系）
と相まって開発。

注）吉野川本川と支川である銅山川の供給可能量は、吉
野川本川からは徳島、香川、高知への供給、支川の銅
山川からは愛媛への供給と河川別・県別に分かれてい
るため、水系としての供給可能量は、各々の施設及び
自流の1/10並びに既往最大級渇水時の供給可能量を
合計した。

注）合計の値は、四捨五入の関係で一致しない場合がある。

供給可能量（水道用水・工業用水）の想定

吉野川水系内に位置する水供給施設からの供給可能量

（単位：m3/s） (m3/s) (m3/s) (m3/s)
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農業用水の新規需要想定
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農業用水については、農業農村整備事業による基盤整備の実施状況、関係県及び市町村の総合計
画及び農業振興計画等を参考に、計画期間内に新たに必要となる需要量を算定している。

具体的には、新規需要が見込まれる事業地区ごとに、営農計画及び用水計画（かんがい面積及びか
んがい期間等）を踏まえた上で、計画用水量を求め、それを基に新規需要量を算出する。

新規需要の見通しについては、関係機関に対し確認を行ったところ、次期「吉野川水系における水資
源開発基本計画」の計画期間において、現時点では新たに水資源開発が必要となる農業用水の新規
需要は見込まれない結果となった。

○ 農業用水については、フルプランの計画期間内に新たに必要となる需要量を算出することとしている。

○ 新規需要想定調査の結果、次期「吉野川水系における水資源開発基本計画」の計画期間において、現時
点では新たに水資源開発が必要となる農業用水の新規需要は見込まれない。
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国営造成施設及び（独）水資源機構が管理する基幹的施設における、近年の農業用水の取水実績では、
降雨の状況や渇水による取水制限等の状況によって取水量は年毎に増減しているものの、渇水により長
期間の取水制限（早明浦ダムの利水容量が枯渇）となった平成20年を除き、大きな変動は見られない。

吉野川水系に依存する農業用水の年間取水実績の推移

（注） １．基幹的施設（国営造成施設及び（独）水資源機構が管理する施設）における取水実績

【参考】 フルプランエリアの農業の動向

フルプランエリアの主要な農業生産地域である徳島県と香川県の農業の動向を見ると、農業算出額が増加傾
向にあり、大規模経営体が増加している。
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